
本日はお忙しい中、株式会社構造計画研究所ホールディングスの2026年6月期決
算説明会にお越しいただき、誠にありがとうございます。当社は2024年7月1日
に持株会社体制へ移行しており、本決算が第2期目となります。



本日は私、木村から「連結決算の概要」、および「2027年6月期 連結業績予
想」についてご説明申し上げた後、代表執行役の服部より「創業70年 価値創造
への挑戦」と題してお話をさせていただきます。



はじめに、本決算に関して本日お伝えしたいことは以下の4点となります。
第一のポイントとして、当連結会計年度は過去最高業績となり、売上高、営業利
益、ならびに当期純利益の全てにおいて前年を上回り、過去最高を達成いたしま
した。
第二のポイントは、所員への還元と利益成長の両立でございます。当社は総付加
価値の年間8％成長を経営目標として掲げておりますが、所員への還元を一層拡
充しつつも、計画を上回る営業利益を確保することができました。
第三のポイントとして、エンジニアリングコンサルティング事業の着実な遂行と、
プロダクツサービス事業、とりわけクラウド事業の好調な推移により、増収増益
を実現いたしました。
第四のポイントは、受注が順調に推移し今期（進行期）に向けて91億37百万円
の受注残高を確保しており、順調なスタートを切っております。





連結決算の範囲についてご説明いたします。当社グループは、5つの連結子会社
と2つの持分法適用会社で構成されております。構造計画研究所以外の子会社4社
について、概要をご説明申し上げます。



はじめに、International Logic Corporationは、サンフランシスコに所在し、自
社開発のソフトウェアの海外展開と最新情報の収集のため、1969年に設立され、
当社も資本参加しました。その後2005年からは当社の100％子会社となってお
ります。現在は主にRemoteLOCK関連ビジネスに活用しております。



次に、株式会社リモートロックジャパンでございます。同社は2022年に設立さ
れ、これまでは子会社である構造計画研究所の一事業部門として活動しておりま
したが、当期より資産および事業を正式に移転し、本格的に始動いたしました。



3社目は、株式会社KKEスマイルサポートでございます。同社は、働く時間や場
所などの自由度を高め、「多様な働き方を提供する」ことをミッションとしてお
り、グループ内の様々なサポート業務を担っております。



最後に、熊本県に所在する株式会社PARA-SOLでございます。同社は、株式会社
KKEスマイルサポートと同様にグループ内のサポート業務を地方拠点から提供す
るとともに、独自のSEサービスも展開しております。



連結損益計算書についてご説明いたします。
当期の売上高は、前期比23億15百万円増の224億53百万円となりました。営業
利益は前期比4億67百万円増の35億40百万円、経常利益は前期比1億49百万円増
の31億96百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は21億14百万円となってお
ります。
売上総利益率については前期と比較して若干低下しておりますが、これは所員に
対してしっかりと還元を行った結果が原価に反映されたことによるものであり、
特段の問題はないと認識しております。
営業利益率は15.8％へと上昇いたしました。これは、売上が増加する中で販売費
及び一般管理費を大幅に増やすことなく事業活動を進めた結果、利益率の向上に
つながったものと考えております。



過去10年間の業績推移については、概ね右肩上がりでの成長を継続しております。



当社グループは、エンジニアリングコンサルティングとプロダクツサービスの2
つのセグメントで構成されています。
営業利益は前期比で4億67百万円の増加となりましたが、そのセグメント別の内
訳といたしましては、エンジニアリングコンサルティング事業において3億7百万
円、プロダクツサービス事業において2億23百万円の利益増加となっております。



続いて、セグメント別のご説明を申し上げます。エンジニアリングコンサルティ
ング事業においては、主に構造設計・構造解析、環境評価・防災、住宅・建設分
野のシステム開発、意思決定支援、情報通信技術、および製造業向けのデータ活
用という6つの分野を展開しております。



エンジニアリングコンサルティングの売上、利益、受注残高については、いずれ
も前期を上回る水準で推移しました。前年度からの豊富な受注残高を背景に、年
初より高い稼働率で好調なスタートを切ることができ、品質に留意しつつ利益率
もしっかりと確保いたしました。
なお、利益超過分の一部を所員へ還元したことに伴い原価率が上昇し、利益率自
体は若干低下いたしましたが、引き続き高い収益性を維持していると認識してお
ります。



次に、プロダクツサービス事業についてご説明いたします。本セグメントは、各
事業テーマに対応したパッケージ販売型のビジネスと、クラウドサービス提供型
の3つの新規ビジネスで構成されております。
当期におきましては、同セグメントをけん引するクラウドサービスがセグメント
全体の約60％を占め、次いで製造業向けの設計支援サービスが約26％を占める
構成となっております。



プロダクツサービスの業績についても、前期と比較して受注、売上、利益の全て
において増加いたしました。



また、両セグメントの売上比率の推移について、10年前はプロダクツサービス事
業が全体のおよそ2割を占める状況でしたが、現在ではそのほぼ倍にあたる
39.3％にまで拡大しております。これは、この10年間で、クラウドサービスが
プロダクツサービス事業をけん引した結果です。収益性の高いエンジニアリング
コンサルティング事業で創出した利益を、新規ビジネスへと投資し循環させるサ
イクルが、グループ全体の成長に大きく寄与していると考えております。さらに、
課題であった売上の下期偏重に関しても、プロダクツサービス事業の成長に伴い、
徐々に緩和されつつあると評価しております。



受注高については、前期比21億22百万円増の230億2百万円となりました。



受注残高についても、5億50百万円増加し、91億37百万円となりました。



クラウドサービス提供型ビジネスの将来の収益予測の指標であるARR（Annual 
Recurring Revenue）は、前期比7億14百万円増、成長率は20.4％となり、42
億18百万円へと大幅に伸長しております。



従来の受注残高にARRを加えた全体額は133億54百万円となり、実質的な意味で
の受注残高は前期比で12億64百万円増加しているものと捉えております。



続きまして、貸借対照表の状況をご説明申し上げます。
総資産は、前期末比4億28百万円増の224億95百万円となりました。流動資産は
前期末とほぼ同水準、固定資産は投資有価証券の評価益等により3億80百万円増
加しております。
負債の部においては、賞与等の未払費用により流動負債が増加した一方、固定負
債においては長期借入金の返済が進捗し、あわせて退職給付信託を設置したこと
により減少しております。
純資産の部では、利益剰余金が前期比で10億25百万円積み上がり、結果として
自己資本比率は45.7％から50.9％となりました。



なお、ESOPを含めたネット有利子負債の状況については、10億8百万円の現金
超過状態となっております。



次に、キャッシュ・フローの状況をご説明いたします。
期首の現預金残高42億42百万円に対し、期末残高は34億28百万円となりました。
主な変動要因として、営業活動によるキャッシュ・フローにおいて、売上債権の
増加ならびに法人税等の支払いの増加により10億47百万円の収入減となりまし
た。財務活動によるキャッシュ・フローにおいては、長期借入金の返済が進んだ
こと等により24億82百万円の支出増となりました。



配当については、株主の皆様に安定的に還元していくために、当連結会計年度か
らDOE10%程度を還元方針として掲げております。



配当は、第3四半期までにすでに55円を支払っております。これに加えて、第4
四半期は普通配当35円に特別配当12円を加えた47円のお支払を予定しておりま
す。



ここ10年間の配当性向、DOEはそれぞれこのように推移しており、安定的に利
益還元ができていると思います。当連結会計年度の配当性向は50.9%、DOEは
9.8%でした。



次に、2027年6月期の連結業績予想についてご報告いたします。



当社グループにおいては、参画する人才が成長することによって事業も成長して
いくという考えのもと、営業利益に人件費とフリンジベネフィットを加算した
「総付加価値」を最も重要な経営指標と位置づけております。この総付加価値を
中長期的に毎年8％程度成長させることを目指しております。



これに基づき、2027年6月期の総付加価値は前期から8％成長となる143億37百
万円を目標値としております。



この総付加価値の目標に連動する形で、2027年6月期の業績予想は、売上高が前
期比19億26百万円増の243億80百万円、営業利益が前期比3億9百万円増の38億
50百万円、経常利益が37億90百万円、親会社株主に帰属する当期純利益が25億
50百万円を見込んでおります。
また、年間配当については110円を目標としております。

以上が2027年6月期の連結業績予想となります。
この後、代表執行役の服部よりご説明申し上げます。



代表執行役の服部正太でございます。本日はお暑い中お集まりいただき、誠にあ
りがとうございます。
おかげさまで、構造計画研究所は1956年6月の創業以来、本年6月6日をもちま
して創業70周年を迎えることができました。本日は、新たな価値創造に向けた今
後の展開を含め、ご説明申し上げます。



1956年に構造設計事務所として創業した構造計画研究所は、社会のいかなる課
題にも対応できる組織を目指しました。現在でも、社会のいかなる問題にも対処
できるような総合的なバラエティに富んだ専門家集団の形成を目指して事業を推
進しております。
1982年に創業者が熊本テクノポリス構想に賛同して、熊本構造計画研究所の設
立を決意した際、当時の細川護煕熊本県知事、のちの総理大臣に記していただい
た記念碑にも、技術コンサルティングの志として、「世の中で一番贅沢なことは、
人のために一生懸命尽くして、その人の喜ぶのを密かに見て楽しむことだ」とあ
ります。
我々はこの言葉に込められた企業DNAを今後も大切にしてまいりたいと考えてお
ります。



この70年間、当社は「知識集約型企業」のあり方について自問自答を続けてまい
りました。知識集約型企業は、人員が増加した分だけ売上が増加する労働集約型
企業とは異なり、いかにして価値を創造し、その対価をいただけるかが重要とな
ります。当社の強みは、所員一人ひとりの知的好奇心と業務への愉しさを原動力
として価値を創り上げていく、その「場のありよう」にあると考えております。



当社グループは、創業者への依存から創発的なシステムへと段階的に変化してま
いりました。



具体的には、この70年間は大きく3つの段階に分けられると認識しております。
第1期は、創業から約27年間におよぶ、創業者が組織をけん引し、大型コンピュ
ータ導入でソフトウェア開発要員を大量雇用した1970年代前半までの時期でご
ざいます。
第2期は、創業者が急逝した後、株式会社構造計画研究所 元代表取締役社長の富
野が引き継ぎ、システム開発で通信系のSierとして業務を拡大した時期です。
その後私が引き継いだ21世紀からは、技術コンサルティング企業として事業を拡
大しました。
特にこの10年はエンジニアリングコンサルティングとともにクラウドサービス提
供型ビジネスが急成長し、多大な貢献をしてきた時期と考えております。



第1期は科学技術計算用コンピュータ IBM1620を導入して構造計算業務の付加
価値向上を目指し、さらには富士通、米国Data Generalのミニコンピュータを
導入、ソフトウェア開発要員を大量採用し、ソフトウェア産業振興協会を設立し
ました。当初より構造設計にコンピュータを導入し、そこからエンジニアリング
ソフトウェアの開発ビジネスを開拓したことは、当社グループにとって非常に重
要な原点となっております。
創業者が56歳で他界するまでは、彼の一存で組織がけん引されていた時代でした。



続く第2期をけん引した富野は、ソフトウェア開発論に精通しており、現在の株
式会社NTTドコモ様に関連する移動体通信向けのシステム開発の受注を大幅に増
やして熊本構造計画研究所を急成長させました。
その一方で故 野中郁次郞先生の知識産業の概念を社内でも広めました。企業と
しての社会性を謳ったのもこの時期です。
システム開発事業で人員を拡大し、現在とほぼ同規模である約500名の人員体制
を構築いたしました。また、新たな価値の創造や知識産業のあり方について思索
を深めていったのもこの時期です。



そして第3期となる21世紀に入ってからの25年間は、私が経営を引き継いでおり
ます。
SIerという枠組みではなく、「技術コンサルティング」の姿勢に強いこだわりを
持ち、専門性と課題解決力を有する多様な人才の確保に努めてまいりました。
2000年代から2010年代にかけては、構造設計に関する品質問題等で非常に苦心
し、多くの失敗も経験いたしました。外注依存でない価値創造を目指し人才経営
へ変革を図り、所員のモチベーションを高めるための総付加価値経営と所員持株
会の拡大を進めました。
特にこの10年間はクラウドサービス関連のビジネスを日本で立ち上げ、成長をけ
ん引するまでになっています。



続いて、現在の収益基盤と成長の原動力についてお話しします。



構造設計業務から始まったエンジニアリングコンサルティングビジネスは、急激
な伸びこそないものの、確固たる技術基盤をもとに、「知の深耕」による付加価
値の高い業務を続け、高い利益率を維持しながら着実な成長を継続しております。
また、1980年代初頭から展開しているソフトウェアパッケージビジネスも、エ
ンジニアリングコンサルティングに付随してその価値を高め、建設業、製造業、
情報通信業に向けて提供されております。
そして、クラウドサービス提供型ビジネスの高い成長率が加わり、エンジニアリ
ングコンサルティングによる安定高収益と、クラウドサービスによる高成長とい
う2つの柱による両輪の経営を具現化しております。



エンジニアリングコンサルティング事業については、建設・防災、情報・通信、
製造、さらには意思決定・合意形成支援という分野において、お客さまと相対す
る形でプロジェクトベースの業務を推進しております。急激な成長は伴わないも
のの、今後も着実な事業展開が期待される分野でございます。この分野があった
からこそ、新しい投資ができているのだと考えております。



クラウドサービス提供型ビジネスについては、システムをゼロから独自開発する
手法を採るのではなく、創業当初から海外に視野を向けてきた当社は、海外です
でにある程度の成功を収めているスタートアップベンチャーのプロダクトを日本
市場へ導入し、日本の環境に適合させて付加価値を創出する手法を採っておりま
す。
数多くの挑戦と失敗、撤退を繰り返してきた結果、現在ではSendGrid、
RemoteLOCK、NavVisの3事業が大きく花開いております。



クラウドサービス提供型ビジネス、特にサブスクリプション型の事業モデルにお
いては、極めて安定的な契約の継続が見込まれるため、従来の受注残高とは異な
る概念（ARR）のもとで事業の安定性が確保されるものと考えております。
特に、クラウドのこの3つのビジネスに関しましては、我々はパートナー企業か
ら日本における市場開拓を任されており、海外の技術を単に輸入するだけでなく、
顧客のニーズに合わせてカスタマイズし提供することに価値の源泉があると考え
ております。当社グループのこれまでのお客さまとのご縁や、内在的に蓄積され
ている経験知・組織知が活かされています。



2027年6月期に向けては、これら3つのクラウドサービスの売上全体に占める割
合は25.4％、成長率は、当社グループが平均8％成長を目指す中、19.7％を目標
としております。



次に、日本でのRemoteLOCKの展開についてご説明いたします。
RemoteLOCKは、宿泊市場や自治体関連、商業施設、オフィスといったBtoB市
場を主なターゲットとし、一戸建てではなく数十単位でのシステムの一括導入を
見込める顧客層を開拓しております。
また、当社グループ単独での展開には限界があるため、オープンイノベーション
を通じて、社外のパートナー企業と共に各種サービスとのAPI連携や多様なハー
ドウェアへの柔軟な対応を推進しております。
現在、日本国内において1日10万組以上の入室管理を手掛けております。



提携先である米国のRemoteLock社は、2004年に銃保管用金庫のオンライン販
売事業からスタートし、その後スマートロック事業からクラウドサービス事業へ
と展開を広げ、バケーションレンタル等の分野で約15年間にわたりクラウドサー
ビスビジネスを展開してきた実績を有しております。現在RemoteLOCKのクラ
ウドサービスは、日米あわせて課金接続台数13万台以上となっております。
当社グループにおいても現地にメンバーが駐在し、この10年間、パートナーとし
て協業してまいりました。
RemoteLock社には総務省所管の官民ファンドであるJICTも共同で出資を行って
おり、特に日本の地方自治体への導入実績が高く評価されております。



なお、今回RemoteLock社の発行するConvertible Noteに出資して営業外損益
3.2億円を計上し、経常利益が計画に対して若干下振れいたしましたが、
RemoteLock社は来年度第1四半期の黒字化にコミットしております。
この出資を含め、日米で連携を図りながら新たなRemoteLOCK事業を展開して
いく方針であり、同社においては次期シリーズに向けたベンチャーキャピタルか
らの資金調達も現在計画されております。
国内におけるRemoteLOCK事業は当社内で最も成長率が高く、事業規模も拡大
していることから、今後の展開および利益面での多大な貢献を期待しております。



続きまして、NavVis事業についてご説明申し上げます。
NavVis事業は、空間データの取得から、取得データのクラウド共有、そしてコ
ンサルティングへと展開領域を広げております。
当初は3次元空間データを取得するハードウェア事業が中心でございましたが、
現在ではNavVis IVIONというプラットフォームを通じたクラウドベースのサー
ビスへと移行しております。
さらに最新のAI技術を活用して測定データを自動的に解析・可視化する機能も実
装されるなど、デジタルツインを含めた新たなビジネス展開が期待されておりま
す。



NavVis社は2013年にドイツのミュンヘン工科大学発のスタートアップとしてイ
ンキュベーターオフィスから立ち上がり、4名の創業者が現在も良好な関係のも
と事業をけん引しております。
社員数は約400名規模にまで拡大するなど、ドイツ国内においても非常に高く評
価されております。当社グループも、2015年に業務提携を開始、2018年には資
本参加して累計で約40億円の投資をしてきました。
また、日本およびドイツはいずれも民主主義国家であり、取得したデータをクラ
ウド上に保管した場合でも政府機関等による検閲やアクセスを受ける懸念がない
ことから、データセキュリティの観点においても極めて信頼性の高いクラウドビ
ジネスであると考えております。
導入実績としては、自動車製造業、各種メーカー、プラント設備業界、化学業界、
建設・測量業界など、多岐にわたる分野で活用されております。国内におきまし
ても、関西の大手電力会社様において水力発電所の空間データ化に全面採用され、
冬季に立ち入りが困難な施設であっても、取得したデータを通じて精緻な状況確
認や検討が可能になるなど、着実な成果を上げております。



当社からNavVis社に対しては、現在の為替レート換算で総額約40億円の投資を
実施しており、当社は同社の第3位の株主となっております。
今後の成長や次期ラウンドへの期待も高まっておりますが、当社は単なるコーポ
レートベンチャーキャピタルとしての出資ではなく、事業パートナーとしての立
場で投資を行っております。
これは、単なる販売代理店契約であれば容易に契約を解消されるリスクがあるた
め、投資を通じて強固なパートナーシップを構築しながら事業を展開していくと
いう経営方針に基づくものでございます。
同社は先日の発表の通り、シリーズDの8,500万ドルの資金調達を完了しました。
今回リード投資家を務めたのはドイツ系のファンドではなく、アメリカのTJCと
いうプライベート・エクイティ・ファンドです。同社は約4.5兆円規模のファン
ドを運営しており、NavVis社の技術を高く評価し今回の投資を決定したとのこ
とでございます。
NavVis社は今後、フィジカルAIへの対応や新たなレイヤーの開拓を進めるとと
もに、アメリカでのビジネス展開を一層強化していく方針です。日本国内におき
ましても、自動車メーカーや製造業、さらには公共施設関連や当社グループが得
意とする建設業界などへ、ますます導入が進むものと期待しております。



SendGrid、RemoteLOCK、NavVisに共通しておりますのは、相互の信頼に基づ
くパートナーシップによって事業が成立しているという点でございます。
構造計画研究所グループは、1960年代末から米国サンフランシスコに事務所を
かまえ海外動向を見ながら、新しい価値創造を目指してまいりました。
海外において当社グループの知名度自体は決して高くありませんが、ブランド力
や企業規模に頼るのではなく、ドイツのカールスルーエにおいては20年以上、ア
メリカのコロラド州デンバーにおいては約40年にわたり現地に滞在し、地道に人
的ネットワークを構築しながら新たなビジネスを展開してまいりました。このよ
うに、人と人との信頼関係を基盤としてビジネスを展開していくことが、当社グ
ループの基本的な方針となっております。



このほかにも、次なる成長を担うパートナー企業として、ドイツやアメリカ、ポ
ルトガルなどの多様な海外スタートアップ企業との連携を進めております。
中には事業が軌道に乗らず撤退を余儀なくされるケースもございますが、こうし
た海外企業のノウハウを適切に取り入れ、事業に結びつけていく方針でございま
す。
過去には日本国内のスタートアップ企業と協業した時期もございましたが、国内
企業同士では日本の市場を奪い合う結果になる場合もあるため、現在では当社グ
ループが得意とする海外パートナー企業を巻き込み、日本市場において付加価値
を創出していくというビジネスモデルを新たな付加価値創造の一つの柱としてお
ります。



さらに、良き人才の獲得と定着を促すために職場環境を向上させる努力を続けて
おります。1人当たりの執務スペースの拡大とインフォーマルコミュニケーショ
ンを促進し、部門間連携を増やす努力をしております。
当社が本社を構える新中野は、比較的家賃が手頃でありながら良好な居住空間を
確保しやすく、若手所員の約2割が徒歩や自転車で通勤しております。このよう
な充実した生活基盤のもとで働けるという利点を学生向けにも訴求しており、
100人に一人は興味を持つ学生がいるため毎年30名程度の新卒採用を安定的に確
保できております。
万人に受け入れられるアピールではないかもしれませんが、当社グループの理念
を丁寧に説明し、それに賛同する人才に参画していただいております。また、中
途採用も積極的に行っております。大企業特有の定型的な業務ではなく、自らの
手で実際にコンサルティングを手掛けたいという高い志を持つ方々が当社グルー
プに参画するケースが増加しており、大きな追い風となっております。



1982年の熊本テクノポリス構想の折に進出を決めた熊本事業所については、関
係会社を含めて現在約120名が在籍しております。台湾の半導体メーカーTSMC
（日本名JASM）の工場から徒歩15分程度の場所に位置しております。



前期には熊本構造計画研究所の一部借地となっていた部分を完全所有化し、約
6,000坪の土地を整備し、資産価値の向上を行いました。
ライフスタイルの観点では、東京とは賃金体系等の違いはあるものの熊本の社員
は持ち家比率も高く、非常に豊かな生活水準を維持しております。
このような環境で働きたいと希望するキャリア採用の人才や外国籍の所員も在籍
しており、今後も多様な人才を巻き込みながら、熊本の地の利を活かした事業展
開を進めてまいります。
なお、今年7月の熊本地震においては、当該事業所は被害を受けず、所員やその
家族にも被害が及ばなかった点をご報告申し上げます。



今後の課題と対処方針については、品質管理ならびに人才の確保・育成・定着を
引き続き推進してまいります。あわせて、エンジニアリングコンサルティング事
業とプロダクツサービス事業を合わせた既存ビジネスの深化を図りつつ、新規ビ
ジネスの創出や成長エンジンの加速にも注力し、SendGrid、RemoteLOCK、
NavVisに続く次の事業の柱を発掘していくことが求められていると認識してお
ります。



当社は業績の向上のみならず、未来に向けた社会の発展に貢献する企業でありた
いと強く考えております。



9月10日に開催予定の定時株主総会において、定款に企業理念を追加する議案を
上程する予定でございます。恩師である故 野中郁次郎先生からのご助言等も踏
まえ、企業理念にコミットするため、今回の定款変更に至りました。
技術コンサルティング会社として独立性を堅持し、多様性を大いに尊重し、オー
プンイノベーションによってパートナー企業と協調していくといった当社の信条
を、定款として明記する所存でございます。



世の中の企業にはそれぞれ原点がございますが、当社グループは技術を原点とし
た社会デザインの実現を目指しております。技術の品質の変化に対して常に適応
していくことはもちろんのこと、技術的な観点のみならず、リベラルアーツ的な
視点も十分に事業へ取り入れていかなければならないと肝に銘じております。



最後になりますが、創業70周年を振り返る記念誌として、今年10月に『知を動
かす好奇心経営』という書籍を新潮社より発刊する予定でございます。一般の書
店にも並ぶ書籍となっておりますので、お手に取っていただければ幸いに存じま
す。本書の出版が、70周年という当社グループの一つの節目となればと考えてお
ります。

私からは、今年で創業70年を迎えたという背景を踏まえ、今後の価値創造に向け
た観点からご説明を申し上げました。事業の成長を今後も着実に加速させてまい
りますが、単なる人員増加による成長ではなく、知識創造を通じた価値の提供こ
そが重要であると考えております。



以上をもちまして、私からの報告とさせていただきます。
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